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（仮称）さっぽろ連携中枢都市圏

圏域の中長期的な将来像と、
その実現に向けた主な取組
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関連データ① 圏域外から稼ぐ力（圏域外収支）

2

・圏域外収支は、3,527億円のマイナス。
・運輸業、公共サービス、情報通信業などはプラスとなっているが、ほとんどの産業はマイナスとなっている。
・地域経済を牽引する主力産業群に位置づけられる「食料品」も2,668億円のマイナスとなっている。
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地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）による



関連データ② 圏域の有効求人倍率の状況
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・平成22年度以降、有効求人倍率、新規求人倍率は回復傾向をたどり、新規求人倍率は平成25年度以
降、１を上回っている。

※下記札幌３所の管轄する区域で取扱った数値を取りまとめたもの
・ハローワーク札幌（札幌市のうち中央区・南区・西区・手稲区）
・ハローワーク札幌東（札幌市のうち白石区・豊平区・厚別区・清田区、北広島市、江別市、新篠津村）
・ハローワーク札幌北（札幌市のうち東区・北区、石狩市（浜益区を除く）、当別町）



関連データ③ 圏域の産業の雇用吸引力・稼ぐ力
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・従業者数が多く、付加価値額が大きいのは「卸売業、小売業」、「医療、福祉」、「製造業」。
・付加価値率は、「教育、学習支援業」、「サービス業（他に分類されないもの）」が高い。

平成28年経済センサス-活動調査（総務省）による



関連データ④ 圏域の経済を牽引する産業・経済波及が見込まれる産業
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【影響力係数】
1.0を超えて大きいほど、当該産業に対する
新たな需要が、全産業（調達先）に与える影
響が大きい。

【感応度係数】
感応度係数が1.0を超えて大きいほど、全産
業に対する新たな需要による当該産業が受
ける影響が大きい。

・圏域内の多くの市町村において、「地域経済を牽引する主力産業群」には、「食料品製造業」や「農業」が位置づ
けられる。いずれの産業とも、町村は市に比べて、影響力係数や感応度係数が高い傾向にある。
・札幌市では「情報通信業」など、「地域経済を牽引する主力産業群」は市町村によって異なる。
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関連データ④-1 圏域の経済を牽引する産業・経済波及が見込まれる産業
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地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）による
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関連データ④-2 圏域の経済を牽引する産業・経済波及が見込まれる産業

地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）による
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関連データ④-3 圏域の経済を牽引する産業・経済波及が見込まれる産業

地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）による
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関連データ⑤ 観光入込客数

・平成24年度以降、観光入込客数、宿泊客延数ともに増加傾向となっている。

北海道観光入込客数調査報告書（北海道）による

0.0

5,000.0

10,000.0

15,000.0

20,000.0

25,000.0

30,000.0

35,000.0

40,000.0

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（千人） 入込総数

宿泊客延数

入込客数（札幌）

入込客数（その他市町村）



10

459,277 459,965 418,963 383,017 349,259 326,039 307,253 296,366 284,093 266,977 249,152 232,586 220,027 207,055 183,796 165,946 148,288 

1,389,800 
1,516,097 1,645,424 

1,741,966 1,753,429 1,770,733 
1,717,161 

1,627,925 
1,546,989 

1,491,649 
1,423,403 

1,339,042 
1,222,869 

1,127,113 
1,033,238 

935,635 
838,763 

136,044 

174,807 

227,085 

300,100 383,623 
467,555 554,669 

676,584 
764,808 

807,504 842,934 
873,252 

910,878 

915,625 
925,324 

922,517 

909,721 

1,987,062 

2,151,695 

2,298,511 

2,430,023 

2,511,797 
2,567,818 2,584,880 

2,600,875 2,595,890 2,566,130 
2,515,489 

2,444,880 

2,353,774 

2,249,793 

2,142,340 

2,024,079 

1,896,754 

6.85%
8.12%

9.88%

12.35%

15.27%

18.21% 21.46%

26.01%

29.46%

31.47%

33.51%
35.72%

38.70%
40.70%

43.19%

45.58%
47.96%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

0-14歳人口（人）
15-64歳人口（人）
65歳以上人口（人）

高齢人口割合

（人）

（推計値）

・圏域人口は2015年の約260万人をピークに減少に転じ、2040年に約235万人、2060年には約190万人に。
・65歳以上人口の割合は2020年には3割、2045年には4割を超え、2060年には約5割に。

関連データ⑥ 圏域における今後の人口動態

国勢調査（総務省）、日本の地域別将来人口（社人研）等に基づく



関連データ⑦ 圏域の人口移動の状況（年齢別）
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・2010年に20～24歳だった層の人口が、2015年に約1.5万人減少している。
・特に男性の減少が大きい。

住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯するに関する調査（総務省）による



関連データ⑧ 付加価値額、従業者数、労働生産性の全国比較

・付加価値額や従業者数の特化係数は、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「医療・福祉」、「卸売業、小売業」等が
高い。
・労働生産性（全国＝１）は、「複合サービス業」、「医療・福祉」が高くなっているが、ほとんどの産業が全国を下
回っている（例：食料品製造業の労働生産性 全国 837万円 圏域 645万円）。
・食料品製造業の労働生産性は全国に比べて200万円近く低くなっている。
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12平成28年経済センサス-活動調査（総務省）による


